
開催 日時 会場

北海道
2023年9月12日(火)
14:00～16:00

北海道建設会館／A会議室
（北海道札幌市中央区北４条西3丁目1番地）

東北
2023年9月 1日(金) 
14:00～16:30

東京エレクトロンホール宮城／６０２中会議室
（宮城県仙台市青葉区国分町3-3-7）

関東
2023年8月29日(火)
14:00～16:00

日本能率協会コンサルティング／セミナールーム
（東京都港区芝公園3-1-22 日本能率協会ビル7階）

北陸
2023年9月26日(火)
14:00～16:00

石川県地場産業振興センター／新館第10研修室
（石川県金沢市鞍月2丁目20番地)

東海
2023年9月28日(木)
14:00～16:00

ウインクあいち（愛知県産業労働センター）／1108会議室
（愛知県名古屋市中村区名駅4丁目4-38）

近畿
2023年10月10日(火)
14:00～16:00

京都テルサ／第２会議室
（京都府京都市南区東九条下殿田町70番地西館3階)

中国
2023年9月5日(火)
14:00～16:00

セントラルフォレスト／Plumeria
（岡山県岡山市北区本町6-30 第一セントラルビル2号館8階）

九州
2023年8月30日(水)
14:00～16:00

TKP熊本カンファレンスセンター／あさがお
（熊本県熊本市中央区花畑町4-7 朝日新聞第一生命ビル9階）

Web
2023年9月28日(木)
14:00～16:00

ZOOMウェビナー（上記、東海開催をオンライン配信します）

農林漁業の健全な発展と調和のとれた
再生可能エネルギーの促進による
農山漁村の活性化に関する勉強会

みどりの食料システム戦略総合対策

令和５年度 再生可能エネルギーの導入を通じた農山漁村の活性化推進

対 象

農林水産省 令和５年度みどりの食料システム戦略推進総合対策のうち地域資源活用展開支援事業
専門家によるワンストップ対応型および普及支援型

定 員

自治体、農林漁業関係者

開催日時・会場

全国8か所で開催！

お問合せ先 energy_jmac@jmac.co.jp

各回３０名程度

以下のとおり「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の促進による農山漁村の活性化
に関する勉強会」 を開催いたします。

農山漁村における再生可能エネルギーの地域内活用についてご関心のある自治体、農林漁業関係者の皆様、
ぜひご参加ください。

参加費

無料

目 的

農山漁村における再生可能エネルギーの地域内活用について、活用事例と検討のポイントをご紹介します。
また、導入の検討をお考えの自治体を支援する枠組みをご紹介します。



13:30～ 開場

14:00～14:10 はじめに（本日の進め方、セミナー開催の目的の説明など）

14:10～14:40 農林漁業における再生可能エネルギー活用（日本能率協会コンサルティング）

14:40～15:00 農山漁村再生可能エネルギー法と基本計画策定について（農林水産省）

15:00～15:30 取り組み事例のご紹介

15:30～15:45 支援内容のご紹介（日本能率協会コンサルティング）

15:45～16:00 質疑応答

※プログラム内容は開催会場や都合により変更となる可能性があります。あらかじめご了承ください。

プログラム（例）

【お問合せ先】 株式会社日本能率協会コンサルティング
TEL.080-3258-0696 mail :energy_jmac@jmac.co.jp
URL：http://www.jmac.co.jp/column/industry/energy/

お申し込み

下のQRコードからお申込みサイトへアクセスしていただき、必要事項を入力の上、お申込みください。

※読み込めない場合は以下のURLを直接ブラウザにご入力ください。
https://eipro.jp/jmac-new-industry/

【注意事項】

•必ず参加者様ごとにお申込みください。お一人で複数人分のお申込みはできません。

•参加キャンセルは、ご自身で行っていただく必要がございます。
キャンセル方法はお申し込み時に送信されるメールをご覧ください。

支援地域募集

地域において、再生可能エネルギーの促進を検討したい自治体を募集しております。

詳しくはセミナー内でご案内しますが、セミナーにご参加できない方で関心のある方は下記問い合わせ先まで
ご連絡ください。

【募集地域】 8地域程度

【募集期間】 令和5年8月16日～10月15日

【支援対象】 下記に該当する地方自治体
・再エネ活用を促進したいが、具体的な活用方針がない
・基本計画の策定に関心がある
・現在、基本計画の作成を検討している

【支援内容例】・再生可能エネルギー活用方針の検討支援
・再生可能エネルギーによる市町村の活性化方針の検討支援
・再生可能エネルギー発電の促進に関する基本計画のたたき台作成支援
・協議会の運営方針の検討支援

【支援期間】 令和5年10月1日～令和6年3月15日


